
（�自己資本比率告示第二百四十七条の規定により自己資本から控除した証
券化エクスポージャーの額及び原資産の種類別の内訳）

（単位：百万円）

平成22年度末 平成23年度末
ファンドに含まれるもの 2 －
合　　　計 2 －

（注）本項目につきましては、単体と連結グループが同じ計数です。

（�保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法の適用
の有無及び保証人ごと又は当該保証人に適用されるリスク・ウェイトの
区分ごとの内訳）
（平成22年度末）
当行の単体及び連結グループでは、再証券化エクスポージャーを
保有していません。
（平成23年度末）
当行の単体及び連結グループでは、再証券化エクスポージャーを
保有していません。

（�自己資本比率告示附則第十五条の適用により算出される信用リスク・ア
セットの額）
（平成22年度末）
単体・連結グループとも該当ありません。
（平成23年度末）
単体・連結グループとも該当ありません。

（�銀行がオリジネーターである場合におけるマーケット・リスク相当額の
算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項）
（平成22年度末）
単体・連結グループとも該当ありません。
（平成23年度末）
単体・連結グループとも該当ありません。

（�銀行が投資家である場合におけるマーケット・リスク相当額の算出対象
となる証券化エクスポージャーに関する事項）
（平成22年度末）
単体・連結グループとも該当ありません。
（平成23年度末）
単体・連結グループとも該当ありません。

8.�銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャーに
関する事項

（1）�（連結）貸借対照表計上額、時価及び次に掲げる事項に係る（連結）
貸借対照表計上額

（�上場している出資等又は株式等エクスポージャー及びそれ以外の出資等
又は株式等エクスポージャー）

（単位：百万円）
平成22年度末 平成23年度末

（連結）
貸借対照表計上額 時価 （連結）

貸借対照表計上額 時価

上 場 し て い る 出 資 等 又 は 株 式 等
エクスポージャーの（連結）貸借対照表計上額 6,228 9,822

上 記 に 該 当 し な い 出 資 等 又 は 株 式 等
エクスポージャーの（連結）貸借対照表計上額 1,745 1,703

合 計 7,973 7,973 11,526 11,526
（注）	1.上場投資信託については株式等エクスポージャーに含めております。
	 2.�複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）については、記載を省略して

おります。
	 3.�連結グループの銀行勘定は当行のみのため、本項目につきましては単体と連

結グループが同じ計数です。

（子会社・関連会社株式の貸借対照表計上額等）
（単位：百万円）

貸借対照表計上額
平成22年度末 平成23年度末

子 会 社 ・ 子 法 人 等 88 88
関 連 法 人 等 184 184
合 計 272 272

（2）出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の額
（単位：百万円）

貸借対照表計上額
平成22年度 平成23年度

売 却 損 益 額 158 66 
償 却 額 130 174 
（注）	�連結グループの銀行勘定は当行のみのため、本項目につきましては単体と連結

グループが同じ計数です。

（3）�（連結）貸借対照表で認識され、かつ、（連結）損益計算書で認識され
ない評価損益の額

（単位：百万円）

平成22年度 平成23年度
評 価 損 益 額 △ 3,141 △ 2,815
（注）	�連結グループの銀行勘定は当行のみのため、本項目につきましては単体と連結

グループが同じ計数です。

（4）�（連結）貸借対照表及び（連結）損益計算書で認識されない評価損益
の額
（平成22年度末）
単体・連結グループとも該当ありません。
（平成23年度末）
単体・連結グループとも該当ありません。

9.�銀行勘定における金利リスクに関して銀行が内部管理上使
用した金利ショックに対する損益又は経済価値の増減額

（単位：百万円）

区分
平成22年度末 平成23年度末
金利リスク量 金利リスク量
預貸その他 有価証券 預貸その他 有価証券

運用 △11,785 △ 7,478 △ 4,308 △ 3,744 △ 2,611 △ 1,133
調達 5,663 5,663 － 2,410 2,410 －
金融派生 1,136 1,136 － 141 141 －
総金利リスク量 △4,986 △ 1,193

（注）	1.�連結グループの銀行勘定は当行のみのため、本項目につきましては単体と連
結グループが同じ計数です。

	 2.保有期間6ヶ月、観測期間5年で計測した99パーセンタイル値

（�アウトライヤー基準に基づく標準的金利ショックによって計算される経
済価値の増減額）

（単位：百万円）

区分
平成22年度末 平成23年度末
金利リスク量 金利リスク量
預貸その他 有価証券 預貸その他 有価証券

運用 △16,667 △10,575 △6,092 △ 5,295 △ 3,692 △ 1,603
調達 8,009 8,009 － 3,408 3,408 －
金融派生 1,607 1,607 － 200 200 －
総金利リスク量 △7,051 △ 1,687

（注）	保有期間1年、観測期間5年で計測した99パーセンタイル値

平成22年度末 平成23年度末
アウトライヤー比率 13.09% 3.12%
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1.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等に関する組織体
制の整備状況に関する事項

（1）「対象役職員」の範囲
	 	　開示の対象となる報酬告示に規定されている「対象役員」および「対
象従業員等」（合わせて「対象役職員」）の範囲については、以下のと
おりであります。

	 　①「対象役員」の範囲
	 　　	　対象役員は、当行の取締役および監査役であります。なお、社

外監査役を除いております。
	 　②「対象従業員等」の範囲
	 　　	　当行では、対象役員以外の当行の役員および従業員ならびに主

要な連結子法人等の役職員のうち、「高額の報酬等を受ける者」
で当行およびその主要な連結子法人等の業務の運営または財産の
状況に重要な影響を与える者等を「対象従業員等」として、開示
の対象としております。

	 　　	　なお、当行の対象役員以外の役員および従業員ならびに主要な
連結子法人等の役職員で、対象従業員等に該当する者はおりませ
ん。

	 	 （ア）「主要な連結子法人等」の範囲
　主要な連結子法人等とは、グループ経営に重要な影響
を与える連結子法人等であり、具体的には鳥銀ビジネス
サービス株式会社、株式会社とりぎんカードサービスが
該当します。

	 	 （イ）「高額の報酬等を受ける者」の範囲
　「高額の報酬等を受ける者」とは、当行の有価証券報告
書記載の「役員区分ごとの報酬の総額」を同記載の「対
象となる役員の員数」により除すことで算出される「対
象役員の平均報酬額」以上の報酬等を受ける者を指しま
す。

	 	 （ウ）	「グループの業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与
えるもの」の範囲
　「グループの業務の運営又は財産の状況に重要な影響を
与えるもの」とは、その者が通常行う取引や管理する事
項が、当行、当行グループ、主要な連結子法人等の業務
の運営に相当程度の影響を与え、または取引等に損失が
発生することにより財産の状況に重要な影響を与える者
であります。

（2）対象役員の報酬等の決定について
	 	　当行では、取締役の報酬の総額は、株主総会の決議をもって定めて
おります。その配分については、株主利益との連動性確保と持続的な
企業価値の向上を図るため、任期中の成果や貢献度を重視し、取締役
会において決定しております。また、監査役の報酬の個人別の配分に
ついては、監査役の協議に一任されております。

（3）�報酬委員会等の構成員に対して払われた報酬等の総額および報酬委員
会等の会議の開催回数

開催回数（平成23年4月～平成24年3月）
取締役会 1回

（注）報酬等の総額については、報酬委員会等の職務執行に係る対価に相当する部分のみを
切り離して算出することができないため、報酬等の総額は記載しておりません。

2.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等の体系の設計お
よび運用の適切性の評価に関する事項

	 （「対象役員」の報酬等に関する方針）
	 	　当行は、株主利益との連動性確保と持続的な企業価値の向上を図る
ことを目的に、取締役に対し当期純利益を基準とした業績連動型報酬
を導入しております。取締役の報酬の総額は、株主総会の決議をもっ
て定めております。その配分については、任期中の成果や貢献度を重
視し、取締役会において決定しております。

	 　具体的な役員報酬制度といたしましては、役員の報酬等の構成を、
	 　・基本額
	 　・業績加算額
	 としております。
	 	　また、監査役の報酬の個人別の配分については、監査役の協議に一
任されております。

3.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等の体系とリスク
管理の整合性ならびに報酬等と業績の連動に関する事項

	 	　対象役員の報酬等の決定に当たっては、株主総会で役員全体の報酬
総額が決議され、決定される仕組みになっております。

4.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等の種類、支払総
額および支払方法に関する事項

	 対象役職員の報酬等の総額
	 （自	平成23年4月1日　至	平成24年3月31日）

区分 人数
(人)

報酬等の
総額

（百万円）
固定報酬
の総額

変動報酬
の総額

退職慰労
金基本額 業績加算額

対象役員
（除く社外役員） 11 201 162 162 － － 39

対象従業員等 － － － － － － －

（注）対象役職員の株式報酬型ストックオプション、賞与については該当ありません。

5.�当行（グループ）の対象役職員の報酬等の体系に関し、
その他参考となるべき事項

	 	　特段、前項までに掲げたもののほか、該当する事項はございません。

報酬等に関する開示事項

地域と共に新たな時代を
目 指 す 姿  ▼ ▼ ▼

急速なグローバル化や高齢化など地域社会が大きな変革期を迎えるなか、お客さまの課
題解決や夢の実現に向けた最適なソリューションを提供し、地域と共に新たな時代を切り
拓く銀行を目指します。

＜計画期間：平成24年4月～平成27年3月＞

『規律ある組織』の形成
●	強固なコンプライアンス態勢の構築

基本戦略

●	高度なリスク管理態勢の整備 ●	決めたことをやり抜く実行力の向上

経営効率の向上
●	新システム活用による	
業務効率化

●	本部スリム化と店舗再整備に	
よる経営資源の戦略的再配置

●	抜本的なコスト見直し

とりぎんブランドの確立
●	ユニークな店舗展開と商品・サービスの充実
●	効果的な広告宣伝・広報活動の展開
●	地域社会への貢献と環境保全に関する活動
●	ホスピタリティの向上とバリアフリーの推進

人財力の強化
●	女性行員やパートナーの
活躍機会拡大

●	コンサルティング能力の
向上・発揮

●	モチベーションの向上

ゆるぎない営業基盤の構築
●	営業人員の増員と資質向上による現場力の強化 ●	地域密着型金融の更なる実践 ●	個人リテールビジネスの強化

基本方針
お客さま志向に徹した金融サービスの提供
きめ細かいコンサルティング機能の発揮

ふるさと価値の創造

行動方針

信頼と笑顔

地域に感謝 move your heart

計 数 目 標
（平成26年度）

コア業務純益 本体行員数 不良債権比率 総預かり資産残高
30億円以上 675人程度 2％台 1兆円以上

中期経営計画

24-26
考動と開革

中期経営計画 考動と開革 24-26 …………… 表紙裏
ごあいさつ …………………………………………… P1
特集　山陰海岸ジオパークを応援しています！ …… P2
特集　子どもたちの未来のためにできること ……… P4
特集　まんがで「相続」を考える …………………… P6
特集　地方銀行フードセレクション2011 ……… P10
特集　社長塾 in ベトナム ……………………… P12
とりぎんの「いま」（平成23年度決算のご報告） … P14

コーポレート・ガバナンスの状況 ………………… P17
法令等遵守（コンプライアンス）態勢 …………… P18
リスク管理体制 …………………………………… P19
お客さま保護への取組み ………………………… P23
地域密着型金融への取組み ……………………… P24
お客さまの安全のために ………………………… P26
とりぎんの概要 …………………………………… P27
鳥取銀行の業績 …………………………………… P33

■  CONTENTS

090_0533785682407.indd   75 2012/07/13   9:26:02005_0533785682407.indd   77 2012/07/13   10:35:49

76

自己資本の充実の状況等について

p34-77_0533728052407.indd   76-77 2012/07/24   9:29:31




